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１　「子ども・子育て支援新制度」って何？
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少子高齢化問題解消とともに、

『一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる社会の実現』
をめざし、



２　新たな制度導入のねらいと取り組み内容は




３　新たな制度の主なポイント


新制度では、子ども・子育て支援に関して、市町村の権限と責任が大幅に強化されました！　市町村の対応で差が生じることに！




















■給付・事業の全体像

■認定こども園の全国合計件数は1,099件
（H25.4時点）
＜内訳＞

○幼保連携型認定こども園（594件）
　設置主体は国、自治体、学校法人、社会福祉

法人のみ

幼稚園は学校教育法に基づく認可、保育所は

児童福祉法に基づく認可。それぞれの法体系

に基づく指導監督、それぞれの財政措置
○幼稚園型認定こども園（317件）
設置主体は国、自治体、学校法人のみ
幼稚園に保育所機能併設
○保育所型（155件）
設置主体は制限なし
保育所に幼稚園機能併設
○地方裁量型（33件）
　設置主体は制限なし
　幼稚園機能＋保育所機能
４　「子ども・子育て支援事業計画」って何？

国の求める内容は、５年間の計画期間における

幼児期の教育・保育・地域の子育て支援についての需給計画










５ 「子ども・子育て支援事業計画」で定める内容は
ニーズ量確保の手段の計画化とともに、忠岡町として

子ども・子育てに関してどのようなビジョンを持つかが重要！
６　計画策定に向けて
■計画策定フロー


■基礎調査（平成25年度）スケジュール（案）

	主な業務
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	基礎調査・計画

策定方針の決定
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ニーズ調査
	
	
	
	内容の検討
	調査実施
	
	
	まとめ
	

	地域の特性と

課題の把握
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	特定12事業の

評価等
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	将来人口推計及び区域の検討・設定
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事業量見込み

の検討
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	国の動向
	· 基本指針案の提示

· ニーズ調査票案の提示

· 計画策定の手引きの提示
	· 制度管理システムのインターフェイス仕様（支給認定・確認）公表
	
	
	
	



■計画策定（平成26年度）スケジュール（案）

	主な業務
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	ニーズ調査

からみる課題
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	次世代計画

の総括
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計画骨子案・

素案の作成
	
	
	
	
	
	
	
	
	パブリック

コメント
	
	
	

	計画書の

とりまとめ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
印刷

	国の動向
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




子ども・子育て支援新制度とは？


子ども・子育て支援事業計画とは？





●急速な少子高齢化の進行


○結婚・出産・子育ての希望がかなわない現状


○高齢者対策に比べ、子ども・子育て支援が質・量ともに不足


○都市部を中心に保育所に入れない深刻な待機児童問題が存在


○依然低い子育て期の30歳代女性の労働力率


○親の働く状況の違いにかかわらず、幼児期に質の高い教育や保育を受けられるようにしてほしいというニーズの高まり


○子育て不安や負担感をもつ保護者が増加


○核家族化や高齢化、地域での人間関係の希薄化などにより、家庭や地域の子育て力が低下


○自治体の実情に応じた提供体制が不十分　　　　等々





背景と課題





そこで、新たな法律が成立


���,-.,.,-.,


●平成24年８月に「子ども・子育て支援法」「認定こども園法の一部改正法（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律）」「子ども・子育て支援法等の施行に伴う関係法律整備法（子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関連法律の整備等に関する法律）」の「子ども・子育て関連３法」が成立。


●この「子ども・子育て関連３法」に基づく制度のことを「子ども・子育て支援新制度」といい、平成27年度にスタートする予定。








【平成27年度】


関連３法施行


町新計画実施





【平成25・26年度】


「子ども・子育て支援事業計画」策定


国制度設計（政省令化）


　⇒町制度設計、新計画町条例化・例規制定








①　質の高い幼児期の教育・保育の総合的な提供（認定こども園制度の改善）


幼稚園と保育所の機能を併せ持つ「認定こども園」について、これまで複雑だった設置手続きの簡素化や、財政支援の充実・強化などにより普及。


＜認定こども園の主なメリット＞


保護者が働いているいないにかかわらず利用できる。


保護者の就労状況が変化しても、継続して利用できる。


地域の子育て家庭のために、「子育て相談」「子育てひろば」などの子育て支援を実施する。








課題解決と地域特性や保護者のライフスタイルへの対応





②　保育の量的拡大・確保（待機児童問題の解消）


地域のニーズを踏まえ、待機児童解消のため保育の受け入れ人数を増やすとともに、子どもが減少傾向にある地域の保育を支援。


＜待機児童解消のために行うこと＞


待機児童解消を計画的に進める。


地域のニーズに合わせ、保育所等を計画的に整備する。


少人数の子どもを預かる施設などに財政支援を行い、多様な保育を充実させることで、受け入れる子どもの人数を増やす。








③　地域の子ども・子育て支援の一層の充実（多様な子育てニーズへの対応）


すべての子育て家庭を対象に、子育て相談の場や親子が交流する場、一時預かりの場を増やすなど、地域における様々な子育て家庭のニーズに対応した子育て支援を、より一層充実。


＜子育て支援の例＞


子育てひろばの設置数増。


一時預かりの実施場所や受け入れ人数の増。


放課後児童クラブの充実（対象年齢の拡大）。


⇒児童福祉法の改正により、これまで「小学校に就学しているおおむね10歳未満の児童」とされていた対象児童が、「小学校に就学している児童」とされた。








①　市町村が実施主体（第２次分権改革の一環）


市町村は、制度の実施主体として権限と責任が大幅に強化されました。それぞれの地域の特性や課題に即して「子ども・子育て支援事業計画」を策定し、計画的に教育・保育、地域子育て支援を提供する責務を負います。


②　社会全体による費用負担（社会保障・税一体改革により財源確保）


「子ども・子育て」は、社会保障・税一体改革において社会保障分野の一つに位置付けられ、新制度の財源として、消費税率引き上げによる増収分の一部（7,000億円程度）と、その他の財源を含め合計１兆円の財源確保をめざすとされています。


③　「保育の必要性の認定」の導入（公平性の確保が課題）


介護保険制度の「要介護認定」に準じた「保育の必要性の認定」の制度が導入され、支給認定を受けた子どもを保育するための供給体制の確保が義務化されます。


④　子ども・子育て支援法に基づくサービスは、施設型給付、地域型保育給付、地域子ども・子育て支援事業の3類型


子ども・子育て支援法に基づくサービスは、大きくは「教育・保育給付」と「地域子ども・子育て支援事業」の２区分となり、「教育・保育給付」は都道府県認可の「施設給付」と市町村認可の「地域型保育給付」に分かれます。


⑤　「教育・保育提供区域」の導入（生活圏域の設定）


教育・保育提供区域は、教育・保育の「量の見込み」や「確保方策」を設定する単位として、地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅から容易に移動することが可能な区域とし、小学校区、中学校区、行政区などを想定しています。


⑥　市町村子ども・子育て会議の設置（住民の声の反映）


子ども・子育て支援法第77条では、「審議会その他の合議制の機関」（地方版子ども・子育て会議）が努力義務規定となっています。この会議は、「子ども・子育て支援事業計画」の策定をはじめ、策定後の継続的な点検・評価・見直しに重要な役割を果たすことが期待されています。











ポイント





ポイント①に関連して





市町村の責務





子ども・子育て支援法第３条から抜粋


①　子ども及びその保護者に必要な子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業を総合的かつ計画的に行うこと


②　子ども及びその保護者が、子ども・子育て支援を円滑に利用するために必要な援助を行うとともに、関係機関との連絡調整その他の便宜の提供を行うこと


③　子ども及びその保護者が置かれている環境に応じて、保護者の選択に基づき、多様な施設または事業者から、良質かつ適切な教育及び保育その他子ども・子育て支援が総合的かつ効率的に提供されるよう、その提供体制を確保すること





市町村が行うこと





子ども・子育て支援法から抜粋


認定等：保護者の申請に基づき、教育・保育給付の支給要件を満たしているかどうか、また必要な保育量を認定し、保護者に認定証を交付


確　認：特定教育・保育の支給に係る施設かどうか、特定地域型保育事業者かどうかの確認


条例化：特定教育・保育施設に係る利用定員、特定教育・保育施設の運営に関する事項（就学前子どもの適切な処遇の確保、秘密の保持、健全な発達に密接に関連するもの）、地域型保育事業の利用定員、設備及び運営についての基準


保育料：世帯の所得状況その他の事情を勘案して定める


等











ポイント④に関連して





①認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共有の給付（施設型給付）及び小規模保育等への給付（地域型保育給付）の創設【子ども・子育て支援給付】


幼児期の教育と、保育の必要性のある子どもへの保育を、個人の権利として保障する観点から、認定こども園、幼稚園、保育所、小規模保育等の施設等を利用した場合に共通の仕組みで、公費（給付）対象となります。


なお、公費を確実に教育・保育に要する費用に充てるため、利用者への直接的な給付ではなく、施設等が代理で給付を受け、利用者は施設等からサービスの提供を受ける仕組み（法定代理受領）となります。


■給付の仕組み（イメージ）





忠岡町





教育・保育の資格を有していることの認定申請（子どもごと）


保育利用希望の申込み





施設型給付費または地域型保育給付費の支払い（法定代理受領）　※１





保育の必要性・保育必要量の認定


保護者負担区分の決定


認定証交付


利用調整





教育・保育の提供





利用者


（保護者）





施設等





保育料の支払い ※２





※１：新制度への移行を選択しない私立幼稚園の場合、市町村から幼稚園に私学助成・幼稚園就園奨励費を支払い。（代理受領）また、私立認可保育所の場合は、委託費を支払い。


※２：私立認可保育所の場合、保育料は市町村へ支払い。








支給要件（支給認定子ども）と教育・保育給付の関係


①満３歳以上の小学校就学前の子ども


②満３歳以上の小学校就学前の子ども


であって、家庭において必要な保育


を受けることが困難な場合


③満３歳未満の小学校就学前の子ども


であって、家庭において必要な保育


を受けることが困難な場合





認定こども園における教育・保育





認定こども園における保育





幼稚園における教育





保育所における保育








地域型保育








地域子ども・子育て支援事業


①利用者支援（新規）


　情報集約・提供、相談対応、助言、関係機関との連絡調整等


②時間外保育（延長保育）


通常の開所時間（11時間）を超えて保育を行う事業


③費用の助成事業


④民間参入調査研究、施設の設置運営促進事業（新規）


⑤放課後児童健全育成事業


共働き家庭など留守家庭の小学生に対して、放課後に適切な遊び、生活の場を提供して健全育成を図る事業


⑥子育て短期支援事業


保護者が、疾病・疲労など身体上・精神上・環境上の理由により児童の養育が困難になった場合等に、児童養護施設などにおいて養育・保護を行う事業


⑦乳児家庭全戸訪問事業


生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行う事業


⑧養育支援訪問事業＋要保護児童対策事業


養育支援が特に必要な家庭を訪問して、保護者の育児、家事等の養育能力を向上させるための支援を行う事業


⑨地域子育て支援拠点事業


公共施設や保育所等の地域の身近な場所で、子育て中の親子の交流・育児相談等を行う事業


⑩一時預かり事業


保育所その他の場所において、一時的に乳幼児を預かる事業


⑪病児・病後児保育事業


保育が必要な乳幼児や児童で、病気や病気の回復期にある場合に、病院・保育所等の付設の専用スペース等で一時的に保育する事業


⑫子育て援助活動事業（ファミリー・サポート・センター事業）


地域住民の会員制による児童の預かり等を行う事業


⑬妊婦健康診査








子ども・子育て支援給付


■施設型給付


認定こども園（幼保連携型認定こども園、幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園、地方裁量型認定こども園）


幼稚園（公立幼稚園、新制度への移行を選択する私立幼稚園）


保育所（公立認可保育所）


■地域型保育給付


小規模保育（利用定員６人以上19人以下）


家庭的保育（利用定員５人以下）


居宅訪問型保育


事業所内保育


■児童手当





「高齢者保健福祉計画」と「介護保険事業計画」、「障害者(基本)計画」と「障害福祉計画」のような関係





幼児期の教育・保育、地域の子育て支援の強化・充実


























サービス給付量と確保策











次世代育成支援対策地域行動計画


子どもの成長・子育て支援に�関する総合的な計画








子ども・子育て支援事業計画








「仕事と生活の調和」、他分野の施策との連携





■子ども・子育て支援法では、附則第２条第２項において、「政府は平成27年度以降の次世代育成支援対策推進法の延長について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づき必要な措置を講ずる」としています。





子ども・子育て支援法第61条第1項に基づく計画


■市町村は、国が定める基本指針に即して、５年を１期とする「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保等業務の円滑な実施に関する計画」を定める。


【性格・特徴】


○幼児期の教育・保育・地域の子育て支援についての需給計画


○待機児童対策を含め、子育て中の保護者ニーズに対応したサービス基盤の整備をめざす事業計画


○予算の恒久的確保の前提として対応事業のメニュー化








第五次忠岡町総合計画


『将来像』


みんなでつくろう　


夢・希望・感動あふれるまち


～日本一小さなまち・忠岡の挑戦～





関連計画との調和


「忠岡町男女共同参画計画」


「第２次忠岡町障害者計画」


「忠岡町障害福祉計画（第３期）」


「第２次忠岡町地域福祉計画」


「高齢者福祉計画及び介護保険事業計画2012」　　等





○忠岡町次世代育成支援後期行動計画の施策・事業の分析・評価


○教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の利用状況及び利用希望の把握・・・実績データ、ニーズ調査等


○計画期間における数値目標の設定


○住民の意見の反映・・忠岡町こども・子育て会議





「子ども・子育て支援事業計画」


＜必須記載事項＞


１　教育・保育提供区域の設定・・・中学校区等


２　教育・保育提供区域ごとの平成27年度～31年度における教育・保育の量の見込み、提供体制の確保の内容及びその時期


３　教育・保育提供区域ごとの平成27年度～31年度における地域子ども・子育て支援事業の量の見込み、提供体制の確保の内容及びその実施時期


４　子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体制の確保の内容


＜任意記載事項＞　


１　計画の理念等


２　産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保に関する事項


３　子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する大阪府が行う施策との連携に関する事項・・・児童虐待防止対策、ひとり親家庭の自立支援、障害児施策の充実等


４　労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関する施策との連携に関する事項


５　計画作成の時期


６　計画の期間


７　計画の達成状況の点検及び評価








忠岡町子ども・子育て会議





条例制定





平成26年度





事業量見込みの検討


①事業量見込みの検討


②事業量計画部分の検討


③県への報告・調整








基礎調査・計画策定方針の決定





ニーズ調査


事業計画の需要量の見込みを設定する基礎資料とするため、住民の子育て支援に関する生活実態や要望等について、アンケート調査を行い、集計・分析結果等をとりまとめます。








平成25年度





パブリックコメントの募集











計画書のとりまとめ、印刷


①計画素案に対するパブリックコメントの募集を踏まえて計画（案）を作成し、忠岡町子ども・子育て会議の最終審議により計画内容を確定


②計画書及び概要版の作成・補修正・印刷








計画骨子案・素案の作成


課題や関連計画等の今後の方向、関係課等の考え方などを踏まえて、計画の基本的考え方の検討や施策の体系（案）の作成


施策の体系（案）に基づき、施策・事業の展開方向、計画の推進体制について作成


事業の目標値等（目標量・実施時期、確保内容と実施時期等、その他数値目標）について作成








次世代計画の総括


①施策・事業の達成状況の評価





ニーズ調査からみる課題


分野別の課題の整理


成果指標（アウトカム）の検討





将来人口推計及び区域の検討・設定


①平成31年度までの子どもの人口推計


②教育・保育提供区域の検討・設定








地域の特性と課題の把握


①上位・関連計画等の内容の把握と課題整理


②人口構造等社会・経済的な特性及び動向の把握


③子ども・子育て支援事業の実施状況の把握





集計・分析





認可基準・運営基準・保育の必要性の認定基準・地域子ども・子育て支援事業、放課後児童健全育成事業の基準の提示（政省令・告示制定）





計画の構成、施策体系・基本的考え方・重点事業・施策の展開等





補修正





公定価格（給付の単価・利用者負担など）の骨格の提示


制度管理システムのインターフェイス仕様（請求審査・支払）公表


新制度に関する条例案の検討








新制度に関する条例の上程








